
1． は　じ　め　に

　1995年 1 月17日阪神淡路大震災の発災後のボ
ランティア活躍を契機として，1993年より議論
されていた 1つの法案が98年 3 月成立した。特
定非営利活動促進法いわゆる NPO 法である。
この法律の施行から20年余りで全国では51,777
法人が認証されている。広島県内では，865法
人を数える（2017年11月末，内閣府資料）。営
利セクター，公共セクターと並んで非営利部門
が市場の失敗，政府の失敗を補完するものとし
て，あるいは，新たな公共サービスという価値
を創造することを期待され，または自己実現の
場やコミュニティ再生の 1つの形として期待さ
れてきた。その領域も，医療・福祉，教育，環
境保全，国際貢献，まちづくり，平和・人権，
災害救援，スポーツ・文化・学術・芸術の振興，
農林水産業の振興，中山間地域振興，観光振興，
情報社会の促進，経済の活性化等分野に及び，
多種多様な目的と組織形態・手法をもって活動
している。一方，多くの NPO 法人は小規模で，
経営困難な状況であり，活動休止や解散する法
人も少なくない。小さな政府への志向の中で行
政の公的資金を受託獲得する目的で行政の下請
け化するものや，営利目的の隠れ蓑とみられる
ものなど玉石混交の状態で，サードセクターと
して，その独立性や生存能力に疑念が生じてい

る。期待が失望に変わり非営利組織の危機・衰
退の議論さえある。果たして，NPO は社会に
とって必要な存在たりえているのか，その存在
理由は説明できるのか，その方法・測定評価は
どのようにすればいいのかということが研究の
発端である。
　筆者は，この NPO 法案策定にあたり，全国
の有志メンバーと制定のための活動に携わり，
制定後は長く NPO支援の中間支援組織の経営・
活動にかかわってきた。その中で，近年，（1）
財政的自立や，組織の存立意義の視点から評価
に対する意識の広がりがみられること，（2）評
価をマネジメント・ツールとして活用しようと
する広がりがみられる，という 2つの潮流が顕
著となってきている。理論と実践の融合という
視点から，非営利組織の評価について先行研究
を整理するとともに評価をマネジメント・ツー
ルとして非営利関係者に還元することで非営利
セクターの今後に寄与したいと考えている。

2． なぜ，評価をするのか

2．1 「説明責任」と「改善」，＋「マネジメン

ト・ツール」

　評価の用途のひとつは，実施後にものごとの
「本質，値打ち，意義」を明らかにすることで
ある1）。説明に利用されること（説明責任）・
アカウンタビリティという目的である。総括評
価と呼ばれる。二つ目は，総括を踏まえて，今
後の意思決定が行われる。学んで改善に役立て

広島経済大学経済学会
2017年度　第 3回研究集会〔2017年 9 月21日（木）〕報告要旨

* 広島経済大学経済学部准教授

非営利組織の評価とマネジメント
──NPO法人の評価に関する先行研究を中心に──

中　　村　　隆　　行*

広島経済大学研究論集
第40巻第 4号　2018年 3 月
http://dx.doi.org/10.18996/kenkyu2018400403



広島経済大学研究論集 第40巻第 4号48

る用途であり，形成評価と呼ばれる。2000年代
以降，「説明責任」の方に大きくシフトしていっ
た。これは，開発援助のように，国民の税金が
投入されるケースが増えるに従い，納税者にい
かに効果的に税金が使われたかを証明せよとの
圧力が強まったことと関係する。その後，事業
評価において，説明責任一辺倒から，評価とい
う作業から「学び」・改善に活用するための評
価という位置づけが見直されてきた。この 2つ
の総括評価と形成評価という評価目的に加え，
評価をマネジメントに直結させようという動き
が加速している。Utilization-Focused Evaluation: 

The New Century Text（1997）「実用重視の事
業評価入門」（2001）で「実用重視」の評価と
いう評価目的を打ち立てたマイケル・クイン・
パットンに負うところが大きいが，効果を測定
するという目的から，使命と成果そして顧客の
ニーズとのギャップを明らかにすることによっ
てイノベーションのチャンスを見出すための思
考支援ツールととらえている。今田克司は，評
価と「マネジメント」の接近といえる事態だと
述べているが，NPO の特性から抱える課題を
解決するマネジメントツールとしての位置づけ
を明確に示している2）。

2．2 NPO（非営利組織）の評価の特性―営利

企業の評価指標は代用可能か

　これまで，非営利組織は政府・行政セクター，
営利セクターとは異なる特性・独自性を有する
存在，すなわち，「利潤追求が主目的ではない」
「特定の所有者・株主がいない，マルチステイ
クホルダーの存在」がいわれ，したがって営利
企業における経営管理を適用するに妥当ではな
いとされてきた。しかし，「非営利組織におい
てもミッションがあり，その目的を達成するた
めに諸資源の利用について意思決定し，この諸
資源を組み合わせて財・サービスを生産し提供
する」。資源を効率的かつ有効に利用するよう

監視し，生産された成果を適正に配分するとい
う重要な経営管理機能があることは共通する。
両者とも，ある特定の目的の下に事業を行う組
織であり，その組織の存続を図り，しかも同じ
市場経済の下で活動する存在であるから，組織
存続のためには，効率性のある経営を目指すこ
とは必然であり，そのために経済性，効率性，
有効性を高めるための業績の測定・評価が必要
である。両者には何ら区別する要素はないとさ
れる。例えばバランスト・スコアカード（BSC）
などの業績評価の方法が非営利組織にも適合す
るとしてその導入が図られてきた。
　しかしながら，非営利組織の存在意義を勘案
すれば，あるいは非営利組織が提供するサービ
スの特性から，さらには非営利組織の経営の特
質から営利企業が採用する業績評価の手法が直
ちにそのまま適用できるとは考えられない。そ
こで営利企業と非営利組織の特性をもとに両者
で共通しあるいは異なる評価指標について検討
したい。
2．2．1 従来の業績評価システム

（1）事業評価
　非営利組織においては利益といった明確な評
価基準がなく評価や管理に対してネガティブな
傾向がある。営利企業では，個々の事業の評価
プロセスが「事業評価」としてマネジメントの
中核に位置付けられている。活動の有効性や効
率性を組織内部で検証し，あるいは外部に説明
するために行われる。特定の事業について評価
の目的を明確にすることからスタートすること
になる。評価の目的によって事業振興のどの段
階で評価するかが決まってくる。実施中の事業
の改善が目的ならば，計画段階，実施段階での
評価が必要であり，次の事業の効率的な展開の
目的なら，事業の実施段階や終了段階での評価
が必要になる。評価の目的に対応して計画や実
行のプロセス，事業の成果などの評価をどのよ
うな要素項目を設けて評価するかという評価基
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準（フレームワーク）を明確にすること必要が
ある（表 1 参照）。日本財団の実践事例を参考
にすると事業評価の基本的視点は，事業プロセ
スと事業成果を評価することである3）。限られ
た資源の中で事業成果を挙げていくために効果
的効率的な進め方が求められる。これが事業プ
ロセスであり，事業成果と合わせて評価の 2本
柱となる。非営利組織の成果はどのように捉え
ればよいか。営利企業であれば売上高・利益と
いう財務指標を業績指標として考えることがで
きる。近年では，企業の業績を「財務の視点」
からだけでなく，「顧客の視点」「プロセスの視
点」「学習と成長の視点」など多面的に捉える
バランスト・スコアカードの手法をとって企業
の業績を測るという動きがある。非営利組織に
ついてもこのように成果を多面的に捉えようと
試みる動きがある4）。さらには，社会にとって
の価値，すなわち現代社会において何が求めら
れているのかという社会ニーズを的確に捉え対
応して行くことと，実施する事業が社会的にイ
ンパクトをあたえたかという社会にとっての価
値が極めて重要な成果指標とするインパクト評
価が近年取り組まれるようになってきた。非営

利組織にとっての成果とは，ミッションに示さ
れた課題解決に向けたプロセスと目標達成，社
会変革の価値に求められるものでプログラム評
価は事業に焦点を当てたものであり，その目標
ゴールに向けての後述する組織有効性に着目し
たものが組織評価である。評価はこの両者を結
ぶマネジメントツールの機能を果たすことにな
ると考える。
（2）財務評価
　西山の先行研究5）によると Henke，Oster，
Firstenberg，Reider，Fisher 等の研究を踏まえ
て，effectiveness －有効性，efficiency －効率
性，economy －財務安定性の 3 つを抽出しそ
れらを測る財務指標を提示している。有効性に
ついては，馬場6）は，Herman and Renz の研
究から，非営利組織の「有効性」は団体の置か
れた状況に依存するため，明確に定義すること
は不可能であるとして，財務指標，顧客満足度，
アウトカム指標，生存力などを複合的に評価す
べきとする。評価基準が財務的指標中心になっ
ており，プロセス自体に評価基準を設定しその
基準のもとで測定することで，有効性を評価で
きると指摘している。Herman は A）非営利組

表 1　事業評価―アウトカム評価

一般的定義 街路掃除（例） 職業能力開発（例）

アウトプット 生産する単位の量 掃除延長 訓練した人数

アウトカム 望ましい成果の達成度 街路の清潔度評価 職に就いた人数生活
への影響

プログラムの効率 アウトプット単位あた
りのコスト

掃除した街路の長さ
あたりのコスト

職業訓練を受ける人
1人あたりのコスト

政策の効率 根本的目標を達成する
ためのコスト

街路を X レベルの
清潔度にするための
コスト

失業，貧困立，副詞
の取扱い件数の目標
水準達成コスト

プログラムの有効性 プログラムが望ましい
成果を達成した度合

街路の清潔さへの市
民満足度

職業に就いた人数
生活への影響

政策の有効性 根本的目標と市民の
ニーズに答えた度合

市民はこの予算の使
途に満足しているか

社会への影響：例え
ば貧困率，福祉の取
扱い件数，犯罪率，
貧困を根絶するため
の後年度支出
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織の有効性は相対的なものである。B）非営利
組織の有効性は多面的であり単一指標に縮約で
きない。C）非営利組織の有効性は社会的成果
を生み出すことである。そのため，非営利組織
の有効性は財務情報のみによって評価すること
はできず，非財務情報，ミッション評価さらに
は客観化できない記述的説明なども状況に応じ
て活用すべきと指摘する。財務指標による分析
に当たりどのような指標にどのような意味があ
り，それは非営利と営利でどのような相違があ
るのか。収益性は，営利企業であれば業績評価
基準の最も重視される指標であるが，NPO に
とっては，そもそも収益をあげることが第一目
的ではなく，組織の活動の継続・持続させるに
必要な裏付けという意味合いが強い。田中弥生7）

は，収入の質の問題として収入源における会費
収入や事業収入の割合を算出し，会費寄付収入
の比重を高くすることが市民からの支持を得，
行政・企業から自立した存在足りうるとして社
会支援比率を高めることを提案する。これらの
議論から，①収益性の評価については，対価性

でなりたたない社会課題解決や受益者からの態
かを受け取っても採算が合わない公共サービス
の提供を目的としている NPO では，収益利潤
の追求というよりも組織を維持し活動を継続す
る持続性を担保するための適正水準確保という
視点から分析する意味が重要である。②効率性
の評価に当たっては，資本回転率等は営利企業
とは異なり資本投下して収益獲得することが目
的でないので，現預金の以外の資産をほとんど
もたない団体が多いことから指標としてほとん
ど機能しないのではないかと考える。③安定性
については，非営利組織では，流動比率は現金
主義の団体が多いことから会計処理上の限界が
あり，自己資本比率は役員借入を多用している
ことから流動比率を適用するのは適当でない。
むしろ，財源の多様性指標により， 1つの財源
例えば委託収入や助成金収入などに偏らずに分
散した財源を確保していることにより，リスク
を分散させているかを評価する指標に意義があ
ると考える。

表 2　非営利組織の財務評価

分析目的 財務指標 計算式 説　　明

【流動性】
短期的な支払い
能力

運転資本 流動資産－流動負債 短期的な支払い手段の保有量を示す

支払い可能期間 流動資産／（総支出／12か月） 何か月分の支払い手段が手元にあるか
を示す

【持続性】
中長期的に維持
運営できるか

負債・資産比率 総負債／総資産 外部資源依存度を示す（100％超は債
務超過）

正味財産収入比率 正味財産／総収入 収入に対してどの程度の内部留保を蓄
積しているかを示す

【効率性】
資源を効率的に
投入しているか

管理費比率 管理費／総支出 事務管理に使用された支出割合を示す

総資産回転比率 総収入／総資産 保有資産の収入獲得への活用度を示す

【収益性】
資源獲得能力

収益率 経常収支／総収入 収入のうち留保できる余剰資金を示す

社会的支援収入比率 会費・寄付・補助金等収入／
総収入

社会からの資金的支援が収入に占める
割合を示す

収入多様性指標 Σ（r／R）2 多様な資金源を確保できるかを示す。

出典：馬場英郎（2008）「非営利組織の財務分析―NPO 法人の財務指標分析及び組織評価の観点から」日本
NPO 学会
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（3）組織有効性評価の議論―組織評価の重要性
　何を指して組織の有効性というのか，組織の
有効性を表す基準として何が適切かという議論
として，歴史的には，営利企業を中心として
1960年代から展開されてきた。そこでは，目標
達成度，外部資源獲得力，など多様な組織有効
性のモデルが登場している。
　非営利組織の組織有効性についても，行政政
府部門や営利部門との比較で，非営利組織の形
成論や存在理由論といった形で非営利組織の社
会経済的価値が認められるというものであった。
しかし，今日では，高齢者，障がい者の介護や
子育てといった社会福祉のヒューマンサービス
の領域に営利企業，非営利組織が契約によって
参入機会と利潤機会を与えられるようになった
ことから，同一市場において営利企業と非営利
組織とが厳しい競争に直面しているという状況
の変化がある。また，政府・行政組織よりもよ
り効率的で社会公益の担い手として証明責任を
展開する必要に迫られているという 2点から，
非営利組織の組織評価の重要性が主張されてい
る。非営利組織の特殊論が後退し，むしろ組織
の効率性を重視する視点からは営利企業の方が
優れているとする議論も目立っている。組織が
活動する結果として生じるアウトカム評価では

なく，非営利制度を支える組織それ自体の有効
性が改めて問われ，ここに非営利組織の組織評
価の重要性が高まっている。
　組織有効性評価について，誰が誰のために，
何の目的で評価を行うのかによってその範囲，
その方法が多様に異なる。組織のどの側面に焦
点を与えるのか，資源獲得，内部プロセス，目
標達成など。あるいは誰の視点からなのか，外
部の機関か，組織内部か，どこに分析レベルを
置くか，外部環境，組織内部か，等評価目標の
違いなどによって異なるから，組織有効性は多
元的であり，単一の概念とはならない。次に組
織評価の具体について米国の例を中心に整理を
試みる。

2．3 組織評価のモデル

（1）社会的価値報告を目的とするモデル
　Charting Impact インデペンデントセクター
が BBB Wise Giving Alliance Guide Star の協
力を得て作成した自己評価に基づく組織活動報
告フォーマットである。 5つの質問に答えるこ
とで報告書が作成され，オンライン上に公開さ
れる。報告書はオンライン上で検索でき，他の
類似団体の報告書と比較することができるため
組織能力の向上に資するといわれる。質問項目

表 3　（社会的価値報告）

質問項目 詳　　細

組織が達成しようとする
ものは何か

インパクト目標，支援対象，ニーズ，期待される成果，中期目標と組
織のミッションとの整合性

達成のための戦略は何か 長期目標達成戦略，手法とその妥当性，短期の活動が戦略に持つ意味

その達成に向けた組織の
能力とは何か

組織目標達成のために利用できるリソース，能力，ネットワーク。組
織の中核となる資産（内部リソース：スタッフ，予算，専門性，外部
リソース：パートナーシップ，ネットワーク，影響力）等

事業に進展があったかど
うかを組織はどのように
知るのか

定性的／定量的評価指標，事業の各段階における達成度指標，書く指
標をモニターする手法，評価結果を事業の洗練に使用する方法

今までに組織は何を達成
し，何を達成できなかっ
たのか

今までの成果とこれが長期目標の達成に資する方法，今までに達成で
きなかったこととそこから学んだこと。目標達成に向けたリスクと障
害。これを乗り越えるための戦略と目標。
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は次の 5つである。①組織が達成しようとする
ものは何か？②その達成のための戦略は何か，
③その達成に向けた組織の能力は何か？④事業
に進展があったかどうかを組織はどのように知
るのか？⑤今までに組織は何を達成し，何を達
成できなかったのか？という項目で成り立って
おり，インパクト目標，ニーズ，期待される成
果と組織ミッションとの整合性や組織の中核と
なる資産を明確化し，評価結果を事業の洗練に
使用する方法などを指標とし社会的価値を中核
に据えている8）。
（2）組織能力の向上を目的とするモデル
　CCAT（Core Capacity Assessment Tool）と
いう非営利組織向けの組織能力診断ツールが利
用されている。これは，146項目の質問に答え
ることで，自身の組織の組織能力を診断するこ
とができ，これに基づいて組織改善を図ること
ができる。①適応能力，②リーダーシップ，③
マネジメント，④技術的能力の 4項目からなり
それぞれの項目にさらに下位カテゴリーを設け

てそれぞれの項目でレーティングを行う。
CCAT には，3,000以上の非営利団体の情報が
入っており，ベンチマークを設定することもで
きる。下位カテゴリーには，適応能力を測る指
標として，組織資源の持続可能性，組織学習な
どの視点を掲げている。リーダーシップの項目
では，理事会リーダーシップ，組織リーダーの
ビジョン，組織内部のリーダーシップ，影響力
などの指標を挙げている。マネジメントの項目
を評価する指標については，職員のパフォーマ
ンス，職員の資質向上，財務経営，マネジャー
トスタッフの意思疎通，人材育成，ボランティ
ア管理などが据えられている9）。
（3）レーティングを目的とするモデル
　Charity Navigator はチャリティ団体をレー
ティングする組織である。より効率的で，寄付
者のニーズに即した寄付市場の増進を目指して
いる。レーティングの対象団体は， 7年以上活
動実績を有し，米国歳入庁規則501（C）（3）
の資格を有し，米国に拠点を置いている，資金

表 4　組織能力の向上

評価項目 下位カテゴリー

適応能力 ・意思決定
・環境学習
・組織学習

・組織資源の持続可能性
・事業資源の適応可能性
・プログラムを通じた学習

リーダーシップ ・理事会リーダーシップ
・組織内部リーダーシップ
・組織リーダーの影響力

・組織リーダーのビジョン
・組織リーダーの持続可能性

マネジメント ・職員のパフォーマンス
・職員の資質向上
・財務経営
・マネジャーとスタッフの意思疎通
・期待される業務の管理
・事業スタッフの管理

・問題解決
・事業へのスタッフ配置
・人材育成
・職員に必要なリソースの提供
・ボランティア管理

技術的能力 ・オフィス施設
・施設管理能力
・財務管理能力
・資金調達能力
・法的能力
・マーケティング能力

・アウトリーチ能力
・プログラム評価能力
・サービス提供能力
・テクノロギー
・テクノロジー運用能力

組織文化 ・Empowering
・Re energizing

・Unifying
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調達に一定の費用をかけている団体という要件
をクリアしていることが条件となっている。①
財政面での健全度，②説明責任と透明度といっ
た指標を掲げている。財政面での健全性は，事
業費，運営管理費，資金調達の効率性，主要収
入の成長率，運転資本比率といった指標を提示
する。また，説明責任と透明性の測定には，独
立した議決権を有する理事の数，独立会計監査
の有無，理事職員による貸し付けの有無，利益
相反ポリシーの有無，CEO 給与報告やレビュー

の有無，理事会メンバーの公開の有無，直近会
計監査報告の公開の有無などの指標を掲げ
る10）。
（4）社会的認証を目的とするモデル
　米国の非営利団体 BBB Wise Giving Alliance

は米国の非営利団体をレーティングするのでは
なく，一定基準を満たした団体を認証すること
で非営利団体の活動を支援している。認証プロ
セス自体は無料だが，認証を受けた非営利団体
が BBB Wise Giving Alliance 発行する Charity 

表 5　レーティング

項　　目 指　　　　　　　　　　　　標

財政面での健全性 事業費
運営管理費
資金調達費
資金調達の効率性

主要収入の成長率
事業費の成長率
運転資本比率

説明責任と透明性 独立した議決権を持つ理事の数
独立会計監査の有無
理事職員による貸し付けの有無
議事録作成の有無
利益相反ポリシーの有無
公益通報制度の有無
記録保持ポリシーの有無

CEO 給与報告やレビューの有無
理事の給与報告やレビューの有無
理事会メンバーの公開の有無
シニア・スタッフの公開の有無
直近会計監査報告の公開の有無
寄付者の個人情報の保護ポリシーの有無

表 6　社会的認証

項　　目 評　価　指　標

ガバナンスと監督 理事会の監督
理事会のサイズ
理事会の開催数
理事に対する報酬
利益相反

事業の効果 組織の実績と効果に対する評価政策の有無
上記評価報告書の提出の有無

財務 事業費が支出の65％以上
資金調達費（経費が調達額の35％以下）
資産形成（事業に回せる資金を資産形成に利用しない）
監査報告の有無
支出内訳の有無
正確な支出報告
予算計画の有無

資金調達と情報公開 資金調達の際の広報資料の正確さ
年次報告の内容
ウェブサイト上での情報公開
ドナー・プライバシー・ポリシーの有無
コーズ・マーケティングに関する情報開示
不服申し立てへの対応
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Seal を利用したい場合には料金を払ってライ
センスを取得する必要がある。人称の主たる目
的は寄付者が安心して寄付をすることができる
非営利団体の情報を提供することにある。認証
基準は①ガバナンスと監督（理事会の監督，理
事会のサイズ，理事会の開催数など），②事業
の効果（組織の実績と効果に対する評価政策の
有無，評価報告書の提出の有無），③財務状況
（事業費が支出の65％以上，経費が資金調達額
の35％以下，事業に回せる資金を資産形成に利
用していないか，監査報告の有無，支出内訳の
有無，予算計画の有無など），④資金調達と情
報公開（資金調達の際の広報資料の正確さ，年
次報告の内容，ウェブサイト上での情報公開，
ドナープライバシーポリシーの有無，コーズ・
マーケティングに関する情報開示，不服申し立
てへの対応）の 4項目である11）。

3． お　わ　り　に

　これまで検討してきた評価項目と指標はそれ
ぞれの評価目的と観点からまとめたものであり，
しかもいまだ断片的で研究途上のものである。
今後，業績評価システムを整合性のあるシステ
ムに統合する包括的業績評価システムのフレー
ムワークの構築にむけて，少なくとも次のよう
な方向性が考えられるものと思う。
（1）評価は，日常の経営管理の用具へさらには

戦略プログラム（経営戦略・組織変革）へ
進化すること。

（2）非営利組織がどのような使命（ミッション）
を掲げ，それを実現するためにどのような
ポリシーやプログラムや事業プロジェクト
を考え，それを実現するためにどのような
活動（プロセス）をしているのか，それに
よってどのような成果（アウトプット）が
得られて，それはどのような効果（アウト
カム）をもたらしているか，この一連の組
織活動について証明する制度とすること。

　そして，今後の（組織有効性の）評価システ
ムの在り方としては次に示す 5つの視点が必要
と考えている。
　第 1に，非営利組織では，組織外の社会経済
的インパクト（外部的効果）を評価することが
重要であり，業績測定評価の体系は，構造→活
動→成果へと重点を移していくことになるので
はないだろうか。
　第 2に，非営利組織の存在理由の 1つである
本来的な独自性・自律性や民主制を損なう結果
にならないよう非営利組織自身が評価能力を養
うことが先決であろう。
　第 3に，非営利組織の業績評価の視点は多元
的であるが利用者視点が重視されることが重要
であると考える。
　第 4に，財務の均衡も重要であり，非営利組
織としてその存在意義にマッチする経済性・効
率性を考える必要がある。
　第 5に，貨幣換算，数量化する傾向にあるが，
すべてのサービスの質とアウトカムは数値化で
きないことも考慮することが必要である。
　NPO の制度ができて20年余り，そして，評
価についての研究も緒についたばかりである。
実際に NPO 法人の評価の積み重ねにより現場
で使用され，成果の上がる組織に成長するため
の評価指標を考えていきたい。
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